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ケーブルテレビジョンサービス契約約款

（「地デジプラン」「BSプラン」「BS4Kプラン」「デジタルプラン」「デジタル 4Kプラン」「デジ録プラン」「ラク録プラン」 

「ラク録 4Kプラン」「デジ録 DVD」「デジ録ブルーレイ」「ケーブルプラス STB-2」） 

第１節 総 則 

第１条 （約款の適用） 

 佐賀シティビジョン株式会社（以下「当社」といいます。）は、放送法（昭和２５年法律第１３２号）およびその他の法令に従い、当

社の定める業務区域内において、ケーブルテレビジョンサービス契約約款（以下「本約款」といいます。）により、ケーブルテレビ

ジョンサービス（以下「本サービス」といいます。）を提供するものとします。 

第２条 （約款の変更） 

 当社は、本約款を総務大臣に届け出た上で、当社とケーブルテレビジョンサービス加入契約（以下「加入契約」といいます。）を

締結している者（以下「加入者」といいます。）の承認を得ることなく変更することがあります。その場合には、料金その他の提供

条件は、変更後の本約款によります。 

２．本約款を変更する場合は、当該変更により影響を受ける加入者に対し、当社の定める方法により通知します。 

第３条 （用語の定義） 

本約款においては、次の用語はそれぞれ以下の意味で使用します。 

用  語 用語の意味 

世帯 同一の住居で起居し生計を同じくする者の集団 

集合共同引込 引込線１回線から２世帯以上が居住する建物の各世帯に分配すること 

集合住宅契約 当社と建物代表者との基本契約 

申込者 本サービスの利用申し込みをする個人または法人 

本施設 本サービスを提供するための加入者施設ならびに当社施設とその他施設 

当社施設 本施設のうち、放送センターから保安器までの施設 

加入者施設 本施設のうち、保安器の出力端子以降すべての施設 

受信者端子 本施設の端子であって、有線テレビジョン放送の受信設備に接するもの 

タップオフ 本施設の線路に送られた電磁波を分岐する機器であって、受信者端子にもっとも近接するもの 

引込端子 タップオフの端子であって、引込線を接続するためのもの（タップオフの端子が受信者端子となる

場合は、その端子を含む。）

料金等 本サービスの利用料金、オプションサービス料金、および加入金・工事費用 

受信機 加入者のテレビ、ステレオ、録画機器等 

ＳＴＢ 当社が提供するデジタル放送を受信するために必要な機器であるセットトップボックス（当社が

定めるデジタル録画機能のついたＳＴＢや当社が定めるデジタル録画機能のついたＳＴＢで、光

学式ドライブを内蔵するものも含む） 

ケーブルプラス STB-2 デジタル放送サービスを視聴するために必要なデジタル方式による受信機器と、端末設備との

間で電気通信信号の交換等の機能を有する電気通信設備の両方の機能を有する機器 

ａｕ ＩＤ ＫＤＤＩ株式会社が発行するａｕ ＩＤ 

リモコン ＳＴＢのリモートコントローラ 

Ｂ－ＣＡＳカード 地上デジタル、ＢＳデジタル放送用ＩＣカード 

Ｃ－ＣＡＳカード 専門チャンネル用ＩＣカード 

第４条 （サービス品目） 

本サービスの提供するサービスの品目は次のとおりとします。また、各品目の放送内容は別表の２に定めるとおりとします。 

サービス品目

地デジプラン、BSプラン、BS4Kプラン、デジタルプラン、デジタル 4Kプラン、デジ録プラン、ラク録プラン、ラク録 4Kプラン、

デジ録 DVD、デジ録ブルーレイ、ケーブルプラス STB-2 
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２．当社は、サービス品目の内容を変更することがあります。この場合、当社は加入者に対し、当社の定める方法により通知しま

す。 

第５条 （オプションサービス種目）   

 

 オプションサービスの種目は次のとおりとします。 

サービス種目 

ＷＯＷＯＷプライム・ライブ・シネマ、BS10スター・チャンネル、Ｊ sports4 、Ｖ☆パラダイス、衛星劇場、アニメシアターＸ（AT-

X）、フジテレビ ONE･TWO・NEXT、グリーンチャンネル/２、Mnet 

第２節 加入契約 

第６条 （加入契約の単位と契約の有効期間）  

 

 加入契約の締結は、一棟・一世帯ごとに行います。一戸建て住宅で離れや母屋等は、棟続きである場合は同世帯とします。事

業所、店舗も同様とします。 

２． 契約の有効期間は、契約成立日から１年間とします。但し、契約期間満了の１０日前までに当社、加入者いずれからも当社

所定の書類により何等の意思表示もない場合には、引き続き、１年間の期間をもって更新するものとし、以後も同様とします。 

 

第７条 （加入契約の申し込み）  

 

 申込者は、本約款を承認の上、当社が別に定める加入申込書に次の事項を記載して当社に提出するものとします。  

  （１）申込者の住所、氏名または所在地、商号、代表者 

  （２）サービス品目およびオプションサービス種目 

  （３）その他必要事項 

２．申込者である個人が未成年の場合は、親権者の同意を必要とします。 

３．申込者である個人が満 75 歳以上の場合は、75歳未満の家族または、家族に準ずる者の同意を必要とします。 

４．申込者である個人が成年被後見人および被保佐人の場合は、それぞれ成年後見人および保佐人の同意を必要とします。 

 

第８条 （申し込みの承諾）  

 

 当社は、次の各号のいずれかに該当すると判断した場合には、本サービスの利用申し込みを承諾しない場合があります。  

  （１）申込者が本約款に違反する恐れがある場合 

  （２）申し込み内容に虚偽、不備（名義、捺印、識別のための番号および符号情報等の相違・記入漏れをいいます）の記載が

あった場合 

  （３）サービスの提供が著しく困難である場合 

  （４）ＫＤＤＩ株式会社が定める「ａｕ ＩＤ利用規約」に同意いただけない場合。 

  （５）第４６条 （提携事業者が提供するサービス）の提携事業者が定める規約等に同意いただけない場合。 

  （６）その他、加入契約締結が不適当である場合 

２．前項の規定により、当社が本サービスの利用の申し込みを承諾しなかった場合は、当社は、申込者に対し当社の定める方

法によりその旨を通知します。 

 

第９条（申込者からの初期契約解除） 

 

放送法その他の法令により初期契約解除制度の適用がある場合、申込者は、契約書面を受領した日から起算して８日間以

内は、書面をもって加入契約の解除（以下、「初期契約解除」といいます。）ができ、その効力は解除する旨の書面を発したときに

生じます。  

２．当社が申込者に対し、初期契約解除制度に関して不実のことを告げたことにより加入者が告げられた内容が事実であるとの

誤認をし、これによって８日間を経過するまでに契約を解除しなかった場合、申込者が改めて初期契約解除を行うことができる

旨を記載して交付した書面（不実告知後書面）を受領した日から起算して８日を経過するまでの間であれば、加入契約を解除で

きます。  

３．申込者が契約解除を求める書面の宛先及び記載例は、別表の８の通りです。  

４．当社は申込者に対し、あらかじめ当社が第２２条 （料金等）に定める額を上限として、契約解除までに提供されたサービスの

利用料、工事料および事務手数料を請求できるものとします。これらの料金について、当社は申込者に対し、割引及びキャンペ
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ーンの適用前の通常料金（サービス利用料は、料金規定に定める月額利用料の３０分の１に利用日数を乗じた金額とし、工事

料は、料金規定に定める標準工事に該当する金額）を請求できるものとします。  

５．加入契約の初期契約解除の時点で、当社が既に金銭等を受領している場合には、当社は、これを申込者に返還します。た

だし、当社は、本条第４項に基づき当社が申込者に対し請求できる額を上限として、金銭等を返還しないことができます。 

 

 

第１０条 （加入契約の成立と利用開始日） 

 

 加入契約は、本サービスの利用申し込みに対して、当社がこれを承諾したときに成立するものとします。 

２． ＳＴＢが設置された日を、本サービスの利用開始日と定めます。但し、サービス品目のうち、地デジプランの場合は、本施設

が設置された日を、本サービスの利用開始日と定めます。また、第１３条（加入申込書記載事項の変更）第３項の規定により特

定のサービス品目が追加されたときは、当該サービス品目の利用に必要なＳＴＢが設置された日を、当該サービス品目の利用

開始日と定めます。 

 

第１１条 （加入契約申し込みの撤回）  

 

 申込者は、加入申し込み日から起算して８日を経過するまでの間、文書によりその申し込みの撤回または当該契約の解除を

行うことができます。 

２．前項の規定による加入契約の申し込みの撤回等は、同項の文書を発したときにその効力を生じます。 

３．第１項の規定により加入契約の申し込みの撤回等を行った者は、実際に支払った加入金・工事費・利用料等の還付を請求す

ることができます。 

 ただし、予め加入申し込みの撤回をする意思をもって加入契約の申し込みを行った場合等、加入契約の申し込みをしようとす

る者に対する保護を図ることとする同項の規定の趣旨に反していると明らかに認められるときは、この限りではありません。 

４．前項の規定にかかわらず加入契約後、引込工事、宅内工事等を着工済み、または完了済みの場合には加入者はその工事

に要した全ての費用を負担するものとします。 

第１２条 （最低利用期間）  

 

 本サービスには、６か月間の最低利用期間があります。 

２．最低利用期間中は、他のサービス品目への変更はできません。 

３．加入者は、サービス提供を開始した日の属する翌月を１と起算して６か月の加入契約期間内に解約もしくは、加入契約の解

除があった場合には、当社が定める期日までに、別表の３、別表の４に定める月額利用料に相当する額に、最低利用期間の残

余期間を乗じて得た額を支払うものとします。 

４．第１７条 （加入者が行う本サービス提供の一時停止）、第１８条 （当社が行う本サービス提供の停止）により、サービス提供

の停止があった場合は、最低利用期間は延長されます。 

第３節 契約事項の変更 

第１３条 （加入申込書記載事項の変更）  

 

 加入者は、第１２条 （最低利用期間）満了後、加入申込書記載の利用サービス内容の変更を請求することができます。この場

合、加入者は、当社所定の書類に必要事項を記入して、契約変更希望日の１０日前までに当社に提出するものとします。 

２．加入者は、加入申込書に記載した住所、電話番号、料金支払い口座などの変更がある場合には、当社所定の書類に必要事

項を記入して、事前に当社に提出するものとします。 

３．加入者は、特定のサービス品目の追加を請求することができます。この場合、加入者は、当社所定の書類に必要事項を記

入して、契約変更希望日の１０日前までに当社に提出するものとします。 

４． 加入者は、第１２条 （最低利用期間）満了後の毎月末日付にて、特定のサービス品目のみの解約を請求することができま

す。この場合、加入者は、当社所定の書類に必要事項を記入して、契約変更希望日の１０日前までに当社に提出するものとしま

す。但し、加入者が１つのサービス品目のみを利用している場合は、この限りではありません。 

５．当社は、第８条（申し込みの承諾）の規定に準じ、第１項から第４項の請求および通知を承諾しない場合があります。この場

合、当社は、当該加入者に対し当社の定める方法によりその旨を通知します。 

６． 第１項、第３項および第４項に規定する請求を当社が承諾する場合は、提出された書類に記載された契約変更希望日を、

当該契約変更日とします。第２項の規定による変更の場合は、提出された書類を当社が受領した日を、当該契約変更日としま

す。 
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第１４条 （名義変更）  

 

 加入者は、加入契約の契約名義を変更することはできません。但し、当社が特に変更を認める場合に限り、加入者は加入契

約を承継する申込者に契約名義を変更申し込みすることができます。 

２． 前項の規定により契約名義を変更しようとする加入者は、当社所定の書類に必要事項を記入して、契約名義変更希望日の

１０日前までに当社に提出するものとします。 

３．加入契約を承継する申込者は、第２３条（加入者の支払い義務）に規定される支払いの義務に関しても合わせて承継するも

のとします。 

 

第１５条 （権利譲渡等の禁止）  

 

 加入者は、第１４条（名義変更）による場合を除き、本サービスの提供を受ける権利を第三者に譲渡、質入れまたは貸与するこ

とはできません。 

 

第１６条 （設置場所の変更） 

 

 加入者は、ＳＴＢ、加入者施設、および当社施設のうちの引込線施設について、設置場所の変更を請求することができるものと

します。この場合、加入者は、当社所定の書類に必要事項を記入して、当該変更希望日の２週間前までに当社に提出するもの

とします。 

２．当社は、次の各号のいずれかに該当する場合には、前項の請求を承諾しない場合があります。この場合、当社は、当該加入

者に対し当社の定める方法によりその旨を通知します。 

  （１）当社が定める業務区域以外への変更の場合 

  （２）加入者の属する世帯が所有するものではない建物、敷地、住居への変更請求であって、所有者の承諾が得られていな

い場合 

  （３）当該変更により、本サービスの提供が困難となる恐れがあると当社が判断した場合 

３．当社が特に認める場合に限り、ＳＴＢの設置場所の変更に伴う作業を加入者本人が行えるものとします。 

第４節 本サービス提供の停止等 

第１７条 （加入者が行う本サービス提供の一時停止）  

 

 加入者は、本サービスの提供の一時停止を希望する場合には、その期間を定め、当社所定の書類に必要事項を記入して、当

該一時停止希望日の１０日前までに当社に提出するものとします。また、申し出た期間の変更を希望する場合も同様に、当社所

定の書類に必要事項を記入して当社に提出するものとします。申し出た期間もしくは第４項に定める最長期間が満了した場合

は、速やかに、本サービスの提供の一時停止は終了して本サービスの提供が再開されるものとします。なお、当社が特に認め

る場合を除き、本サービスの提供が再開された後１年以内に再度一時停止を申し出ることはできないものとします。 

２．一時停止を行う場合は、当社施設の仮切断とＳＴＢを撤去します。その際の手数料として 3,000円が必要です。また、一時停

止後、再開に要する費用は加入者が負担するものとします。 

３．当社は、第２３条（加入者の支払い義務）の規定にかかわらず、一時停止をしている加入者に対し、停止した日の属する月の

翌月から再開した日の属する月の前月までの期間における料金の支払い義務を免ずるものとします。なお、停止した日の属す

る月および再開する日の属する月の料金は、日割り計算による精算は行わないものとします。 

４．第１項の一時停止期間は、一時停止の開始日より最長１年とします。 

 

第１８条 （当社が行う本サービス提供の停止）  

 

 当社は、加入者が次の各号のいずれかに該当する場合には、本サービスの提供を停止することがあります。 

  （１）第２３条（加入者の支払い義務）に規定する本サービスの料金等の支払いを怠った場合 

  （２）加入申込書に虚偽の事項を記載したことが判明した場合 

  （３）第４２条（著作権および著作隣接権侵害の禁止）の規定に違反した場合 

  （４）その他、当社が本サービスの提供を不適当と判断した場合 

２．当社は前項の規定により、本サービスの提供を停止するときは、当該加入者に対しその理由および停止期間を当社の定め

る方法により通知します。但し、緊急やむを得ない場合はこの限りではありません。 
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第１９条 （当社が行う本サービス提供の休止） 

 

 当社は、次の各号のいずれかに該当する場合には、本サービスの提供を休止することがあります。 

  （１）本施設の保守・点検作業を行う場合 

  （２）本施設に障害が生じた場合 

  （３）天災地変 

  （４）放送衛星、通信衛星の機能停止 

  （５）その他の事由により、サービスの提供が困難であると当社が判断した場合 

２．当社は、前項の規定により本サービスの提供を休止するときは、可能な限り事前に加入者に対し、その理由、実施期日およ

び実施期間を当社の定める方法により通知します。但し、緊急やむを得ない場合はこの限りではありません。 

第５節 加入契約の解除 

第２０条 （加入者が行う加入契約の解約） 

 

 本サービスの加入者は、第１２条 （最低利用期間）満了後、毎月末日付にて、加入契約を解約することができます。この場

合、当該加入者は、当社所定の書類に必要事項を記入して、解約希望日の１０日前までに当社に提出するものとします。 

２． 前項に規定する書類を当社が受領した場合は、書類に記載された解約希望日を、当該契約解約日として取り扱います。ま

た、当該契約解約日を本サービスの利用終了日と定めます。 

３．解約手数料は 3,000円とします。 

 

第２１条 （当社が行う加入契約の解除）  

 

 当社は、次の各号のいずれかに該当する場合には、加入契約を解除することができるものとします。 

  （１）第１８条（当社が行う本サービス提供の停止）第１項の規定により本サービスの利用を停止された加入者が、当該期間内

にその原因となった事由を解消しない場合 

  （２）第３６条（オプションサービスの停止）第１項の規定により特定のオプションサービスの利用を停止された加入者が、当該

期間内にその原因となった事由を解消しない場合 

  （３）電力・電話の無電柱化等、当社、加入者のいずれの責にも帰することのできない事由により当社施設の変更を余儀なく

され、かつ当社施設の代替構築が困難な場合 

  （４）加入者が本サービスを利用している集合共同引込の建物において、集合住宅契約が解約され、かつ当社施設の代替構

築が困難な場合 

２．当社は、加入者が第１８条（当社が行う本サービス提供の停止）第１項各号のいずれかに該当する場合で、その原因となった

事由が当社の業務遂行上支障を及ぼすと認められるときは、前項の規定にかかわらず、同条に定める本サービスの提供の停

止をすることなくその加入契約を解除することができるものとします。 

３．当社は、第１項および第２項の規定により加入契約を解除しようとするときは、あらかじめ書面により加入者にその旨を通知

します。但し、緊急やむを得ない場合はこの限りではありません。 

４．佐賀県暴力団排除条例に基づき、申込者について、自己又は自社の役員等が、次の各号のいずれかに該当する者であるこ

とが判明したとき、又は次の各号に掲げる者が、その経営に実質的に関与していることが判明したときには、当社は、通知催告

なしに、加入契約を解除することができるものとします。 

  （１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をい

う。以下同じ。） 

  （２）暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

  （３）暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

  （４） 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員を利

用している者 

  （５）暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持運営

に協力し、又は関与している者 

  （６）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

  （７）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

５．第１項、第２項および第４項の規定により加入契約が解除されたときは、加入契約が解除された日を本サービスの利用終了

日と定めます。 

６．解約手数料は 3,000円とします。 
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第６節 料金等 

第２２条 （料金等）  

 

 料金等は、別表の１、別表の３、別表の４、別表の５、別表の６に定めるとおりとします。 

２．当社は、総務大臣に届け出た上で、別表の１、別表の３、 別表の４、別表の５および別表の６に定める利用料金およびオプ

ションサービス料金を改定することがあります。この場合、当社は改定の１か月前までに、当社の定める方法により当該サービ

スを利用している加入者にその旨を通知します。 

３．すべての料金等には消費税が別途加算されます。消費税は消費税率が改定された場合は改定後の税率を適用します。 

 

第２３条 （加入者の支払い義務） 

 

 加入者は、その契約内容に応じ、第２２条（料金等）で規定する料金等を当社に支払う義務を負うものとします。なお、第１３条

（加入申込書記載事項の変更）の規定により加入者の契約内容が変更された時は、加入者は変更後の契約内容に応じ、第２２

条（料金等）で規定する料金等を当社に支払う義務を負うものとします。 

２．料金等のうち、利用料金の支払い義務は、第１０条（加入契約の成立と利用開始日）第２項に規定する利用開始日に発生す

るものとします。 

３．料金等のうち、オプションサービス料金の支払い義務は、第３５条（オプションサービス利用の申し込み）第４項に規定する当

該オプションサービスの利用開始日に発生するものとします。 

４．料金等のうち、工事費用の支払い義務は、第２７条（施設の設置および費用負担）、第２８条（施設の移設および費用負担）、

あるいは第２９条（施設の撤去および費用負担）に規定する施設の設置、移設、あるいは撤去が完了した日に発生するものとし

ます。 

５．第１８条（当社が行う本サービス提供の停止）の規定により、本サービスの提供が停止された場合における当該停止期間の

利用料金は、当該サービスが利用されていたものとします。 

６．第１９条（当社が行う本サービス提供の休止）の規定により、本サービスの提供が休止された場合における当該休止期間の

利用料金は、当該サービスが利用されていたものとします。但し、当社の責に帰すべき事由により、チャンネルの全てが停止す

ることにより本サービスを全く利用出来ない状態が生じ、かつ、当社がこのことを知ったときから起算して月のうち連続 10日以上

この状態が継続したときは、対象となる加入者に対し当該月の料金等の支払い義務を免ずるものとします。 

 

第２４条 （料金等の請求時期および支払期日等） 

 

 当社は、加入契約成立後、料金等を、支払期限を定めて加入者に請求します。 

２．前項の規定により料金等の請求を受けた加入者は、当社が指定する期日までに、当社が指定する方法により、当該料金等

を支払うものとします。また、期日までに支払いができなかった場合は、第２６条 （遅延損害金）とは別に、再請求手数料 200円

を支払うものとします。 

３．加入者は、第１項の料金等について、当社の承諾を得た上で、前項の規定に基づき第三者に支払わせることができるものと

します。 

 

第２５条 （加入契約終了に伴う料金等の精算方法）  

 

 第２１条（当社が行う加入契約の解除）第１項、第２項および第４項の規定により、月の途中で加入契約が解除されたときは、

料金等は第２１条（当社が行う加入契約の解除）第４項に定める利用終了日の属する月の末日まで発生するものとし、日割り計

算による精算は行わないものとします。 

２．最低利用期間中に加入契約が解除された場合は、加入者は第１２条（最低利用期間）第３項に定める料金を当社に支払うも

のとします。 

 

第２６条 （遅延損害金）  

 

 加入者は、料金等の支払いを遅延した場合は、遅延期間につき年率 14.6％の遅延損害金を当社に支払うものとします。 

第７節 施設 

第２７条 （施設の設置および費用負担） 
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 当社は当社施設を所有し、その設置に要する費用を負担します。但し、引込端子以降の当社施設については、加入者がその

設置に要する費用を負担するものとします。 

２．加入者は加入者施設を所有し、その設置に要する費用を負担するものとします。但し、加入者は、設置の際の使用機器、工

法等については当社の指定に従うものとします。 

３．加入者施設の設置工事を当社が行った場合には、加入者は当社にその工事に要した費用を支払うものとします。但し、当該

工事の保証期間は工事が完了した日より１年間とします。 

４．集合共同引込の建物内においては、第２項の加入者施設を、室内のテレビ端子（テレビアンテナ・アウトレット、直列ユニット）

の出力端子以降の施設（配線、受信機等）のみとします。なお、テレビ端子以前の施設については、集合住宅契約の定めによる

ものとします。 

５．加入者は、加入者の各種変更の希望により当社施設および加入者施設に工事を要する場合には、その費用を負担するもの

とします。  

 

第２８条 （施設の移設および費用負担）  

 

 第１６条（設置場所の変更）第１項の規定に基づく設置場所の変更の請求を承諾したときは、当社により本施設、ＳＴＢを移設し

ます。この場合、加入者は引込端子以降の当社施設および加入者施設の移設に要する費用を負担するものとします。但し、第

１６条（設置場所の変更）第３項の規定により、加入者が移設の作業を行ったときはこの限りではありません。 

２．移設に伴い加入者が所有、占有する敷地、家屋、構築物等の復旧を要する場合、加入者はその復旧費用を負担するものと

します。また、移設に伴い引込線も併せて撤去する場合、加入者はその撤去費用を負担するものとします。 

 

第２９条 （施設の撤去および費用負担）  

 

 第２０条（加入者が行う加入契約の解約）第１項および第２１条（当社が行う加入契約の解除）第１項、第２項の規定により加入

契約が終了したときは、当社は当社施設を撤去します。なお、撤去に伴い加入者が所有、占有する敷地、家屋、構築物等の復

旧を要する場合、加入者はその復旧費用を負担するものとします。また、撤去に伴い引込線も併せて撤去する場合、加入者は

その撤去費用を負担するものとします。 

 

第３０条 （責任事項） 

 

 当社は当社施設について維持管理責任を負います。なお、加入者は当社施設の維持管理の必要上、当社のサービス提供が

一時的に休止することがあることを承認するものとします。 

 

第３１条 （設置場所の無償使用） 

 

 当社は、本施設を設置するために必要最小限において、加入者が所有もしくは占有する敷地、家屋、構築物等を無償で使用

できるものとします。 

２．加入者は、加入契約の締結について、地主、家主、その他の利害関係人があるときには、あらかじめ必要な承諾を得ておく

ものとし、このことに関して責任を負うものとします。 

 

第３２条 （便宜の供与） 

 

 加入者は、当社または当社の指定する業者が本施設の検査、修復等を行うために、加入者の敷地、家屋、構築物等の出入り

について協力を求めた場合はこれに便宜を供するものとします。 

 

第３３条 （故障）  

 

 本サービスに異常が生じた場合、加入者は受信機の異常がないことを確認の上、当社に通知するものとします。この場合、当

社または当社の指定する業者は、すみやかに当社施設および加入者施設を調査し、適切な措置を講じます。但し、受信機に起

因する受信異常については、この限りではありません。 

２．加入者は、加入者施設の修復に要する費用を負担するものとします。 

３．加入者は、加入者の故意または過失により当社施設に故障が生じた場合には、その施設の修復に要する費用を負担するも

のとします。 

４．当社が定めるデジタル録画機能のついたＳＴＢや当社が定めるデジタル録画機能と光学式ドライブを内蔵するＳＴＢの不具
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合、故障等の原因により、あらかじめ録画・編集したデータが消失した場合や正常に録画できなかった場合、これにより生じた損

害については、原因の如何を問わず当社は一切責任を負わないものとします。 

 

第３４条 （ＳＴＢ）  

 

 加入者は、ＳＴＢは別表の３に定めるＳＴＢレンタル料を支払うことで貸与を受けることができます。なお、付属のＢ－ＣＡＳカード

およびＣ－ＣＡＳカードの取り扱いについては、第４５条（Ｂ－ＣＡＳカードおよびＣ－ＣＡＳカードの取り扱いについて）の規定によ

るものとします。 

２．第１項により、加入者が当社より貸与を受けるＳＴＢについては、故障が生じた場合、当社は無償にてその修理、交換、その

他必要な措置を講ずるものとします。なお、加入者はＳＴＢを本来の用法に従って使用するものとし、加入者が故意または過失

によりＳＴＢを破損または紛失した場合には、加入者は別表の３に定める損害金を当社に支払うものとします。また、当社が認め

る場合を除き、加入者はＳＴＢの交換を請求できません。 

３．第 1項により、当社よりＳＴＢの貸与を受ける加入者は、第２０条（加入者が行う加入契約の解約）第２項、第２１条（当社が行

う加入契約の解除）第４項に定める利用終了日、および第１３条（加入申込書記載事項の変更）第６項に規定する契約変更日に

当社にＳＴＢを返還するものとします。STBの返還なき場合は別表の３に定める損害金を当社に支払うものとします。 

４．加入者は、当社が必要に応じて行うＳＴＢのバージョンアップ作業の実施に同意するものとします。 

５．ＳＴＢに付属するリモコンは加入者の所有とします。リモコンはＳＴＢ設置工事完了日から 12 か月間保証するものとし、この保

証期間内において故障が生じた場合には、当社は無償にてその修理、交換、その他必要な措置を講ずるものとします。ただし、

加入者がリモコンを本来の用法に従って使用しなかったときや紛失したときは、この限りではありません。また、保証外及び保証

期間外の場合は、別表の６に定める金額にて購入していただきます。 

６．デジ録プラン、デジ録ＤＶＤ、デジ録ブルーレイ加入者は、設備、技術的仕様等の制約からＳＴＢの通信機能を利用できない

場合があることに同意するものとします。 

７．当社から貸与しているケーブルプラス STB-2（ａｕ ＩＤ提供）の使用状況は、設備の保守、維持・向上を目的とし、個人が識

別、特定できないように加工した統計資料としたうえで、「ａｕＩＤ」を提供しているＫＤＤＩ株式会社へ提供させていただきます。 

８．ＳＴＢの通信機能を利用する加入者は、ＳＴＢの技術仕様の範囲内において通信を行うことができるものとし、その通信を行う

場合は利用者の責任において行うものとします。 

第８節 オプションサービス 

第３５条 （オプションサービス利用の申し込み） 

 

  加入者は、第５条（オプションサービス種目）に規定するオプションサービス種目の利用を申し込むことができます。この場合、

加入者は、当社の定める方法により、オプションサービス利用開始希望日の１０日前までに当社に申し込むものとします。但し、

第７条（加入契約の申し込み）第１項の規定により、サービス品目の申し込みと同時にオプションサービス種目を申し込む場合

は、この限りではありません。 

２．加入者は、サービス品目を申し込むことなくオプションサービス種目のみ申し込むことはできません。また、加入者の利用す

るサービス品目により、特定のオプションサービス種目を申し込みできない場合があります。なお、申し込みの可否については、

別表の５に定めるとおりとします。 

３． 当社は、第８条（申し込みの承諾）の規定に準じ、第１項の申し込みを承諾しない場合があります。この場合、当社は、当該

加入者に対し当社の定める方法によりその旨を通知します。 

４．当社が加入者のオプションサービス利用申し込みを承諾した日、および第７条（加入契約の申し込み）第１項の規定により、

サービス品目の申し込みと同時にオプションサービス種目を申し込む場合は第１０条（加入契約の成立と利用開始日）第２項に

規定する本サービスの利用開始日を、当該オプションサービスの利用開始日と定めます。 

 

第３６条 （オプションサービスの停止）  

 

 当社は、加入者が第１８条（当社が行う本サービス提供の停止）第１項各号のいずれかに該当する場合には、特定のオプショ

ンサービスに限って提供を停止することがあります。 

２．当社は前項の規定により、特定のオプションサービスに限って提供を停止するときは、当該オプションサービスを利用する加

入者に対しその理由および停止期間を当社の定める方法により通知します。但し、緊急やむを得ない場合はこの限りではありま

せん。 

 

第３７条 （オプションサービスの休止） 
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  当社は、第１９条（当社が行う本サービス提供の休止）第１項各号のいずれかに該当する場合には、特定のオプションサービ

スに限って提供を休止することがあります。 

２．当社は、前項の規定により特定のオプションサービスの提供を休止するときは、可能な限り事前に当該オプションサービスを

利用する加入者に対し、その理由、実施期日および実施期間を当社の定める方法により通知します。但し、緊急やむを得ない

場合はこの限りではありません。 

 

第３８条 （オプションサービスの解約） 

 

  オプションサービスを利用する加入者は、毎月末日付にて、特定のオプションサービスのみを解約することができます。この

場合、当該加入者は、解約希望日の１０日前までに当社所定の方法でその旨を当社に通知することとします。 

２．前項に規定する通知を当社が受領した場合は、通知された解約希望日を、当該オプションサービス解約日として取り扱いま

す。また、当該オプションサービス解約日を当該オプションサービスの利用終了日と定めます。 

３．第２０条（加入者が行う加入契約の解約）第１項および第２１条（当社が行う加入契約の解除）第１項、第２項の規定により本

サービスの加入契約が解約・解除された場合は、前項の規定にかかわらず、本サービスの利用終了日に、オプションサービスを

利用する加入者がオプションサービスを解約したものとして取り扱います。また、この日を当該オプションサービスの利用終了日

と定めます。 

 

第３９条 （オプションサービスの廃止）  

 

 当社は、都合により特定のオプションサービスを任意の月の末日付けで廃止する場合があります。この場合、オプションサービ

ス廃止日をオプションサービスの利用終了日と定めます。 

２．当社は、前項の場合には、当該オプションサービスを利用する加入者に対し廃止する３か月前までに書面によりその旨を通

知します。但し、当社の責めに帰せざる事由により当該オプションサービスを廃止する場合はこの限りではありません。 

 

第４０条 （オプションサービスにおける約款の適用）  

 

 オプションサービスに関しては、本節の条項を優先的に適用することとし、特に記載のない事項に関しては前節までの条項に

準じて取り扱うものとします。 

第９節 雑則 

第４１条 （個人情報）  

 

 当社は加入者の個人情報について、当社が定める「個人情報の保護に関する宣言」に基づいて適正に取り扱うものとします。 

２．加入者の個人情報の取り扱いについて必要な事項は、当社が定める「個人情報の取り扱い」において公表するものとしま

す。 

 

第４２条 （著作権および著作隣接権侵害の禁止） 

 

 加入者は、個人的にまたは家庭内その他これに準ずる、限られた範囲内において使用することを目的とする場合を除き、当社

の提供するサービスの、不特定または多数人に対する対価を受けての上映、ビデオデッキ、その他の方法による複製、および

かかる複製物の上映、その他当社が提供しているサービスに対して有する著作権および著作隣接権を侵害する行為をすること

はできません。 

 

第４３条 （損害賠償の免責および特約事項）  

 

 当社が、第１７条（当社が行う本サービス提供の停止）、第１９条（当社が行う本サービス提供の休止）、第４６条（本サービスの

廃止）の規定により、本サービスの提供を停止、休止、廃止したことによって、加入者が損害を被った場合、当社は一切責任を

負わないものとします。 

２．加入者が、本サービスの利用により第三者に損害を与えた場合、当該加入者は自己の責任と費用において解決するものと

し、当社は一切責任を負わないものとします。 

３．加入者が、第４２条（著作権および著作隣接権侵害の禁止）について、過失、不正、違法な行為を犯し、当社に損害を与えた

場合には、当社は当該加入者に対して相応の損害賠償の請求を行うことができるものとします。 

４． 第２０条（加入者が行う加入契約の解約）第１項および第２１条（当社が行う加入契約の解除）第１項、第２項の規定により加
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入契約が終了した場合に、加入者が別途支払ったＮＨＫの受信料（衛星契約を含む）、株式会社ＷＯＷＯＷの視聴料が払い戻さ

れず加入者に不利益、損害等が生ずることがあっても、当社は何らの責任も負わないものとします。 

５．当社は、視聴状態の確認を行うために、第４１条（個人情報）の規定を遵守した上で、加入者の使用するＳＴＢと電気信号によ

る通信を行うことができるものとします。 

６． 当社は、ＳＴＢの不具合、毀損および紛失等の原因により、録画・編集したデータの滅失の場合および正常に録画ができな

かった場合等、これらにより生じた損害について、一切の責任を負わないものとします。 

７．加入者は、第３４条（ＳＴＢ）第２項および第３項の規定により当社がＳＴＢを修理または交換する場合、および第３４条（ＳＴＢ）

第４項の規定により加入者が、当社が定めるデジタル録画機能のついたＳＴＢや当社が定めるデジタル録画機能と光学式ドライ

ブを内蔵するＳＴＢを当社に返還する場合には、あらかじめ録画・編集したデータについて他の媒体に移動または複製するもの

とし、当該ＳＴＢに記録されたデータの一切の権利を放棄するものとします。 

８．当社は、加入者が、ＳＴＢの通信機能により通信した内容に起因し損害を被った場合、または設備もしくは技術的制約に起因

し通信機能が利用できなかったことで損害を被った場合、一切責任を負わないものとします。 

 

第４４条 （放送内容の変更） 

 

 当社はやむを得ぬ事情により放送内容を変更することがあります。なお、変更によって生じた加入者の損害については、賠償

の責任は負わないものとします。 

 

第４５条 （Ｂ－ＣＡＳカードおよびＣ－ＣＡＳカードの取り扱いについて） 

 

 Ｂ－ＣＡＳカードに関する取り扱いについては、株式会社ビーエス・コンディショナルアクセスシステムズの「Ｂ－ＣＡＳカード使用

許諾契約約款」に定めるところによります。 

２．Ｃ－ＣＡＳカードを必要とするＳＴＢを利用する加入者は、ＳＴＢの購入、貸与の別にかかわらず、ＳＴＢ１台に付き１枚のＣ－Ｃ

ＡＳカードを当社より無償貸与されるものとし、ＳＴＢの解約または契約の解除後は、すみやかにＣ－ＣＡＳカードを当社に返還す

るものとします。返還なき場合は別表の６に定める料金を当社に支払うものとします。また、当社は必要に応じて、加入者にＣ－

ＣＡＳカードの交換および返還を請求することができるものとします。 

３．Ｃ－ＣＡＳカードは当社に帰属し、当社は加入者が当社の手配による以外のデータ追加および変更ならびに改竄することを禁

止し、それらが行われたことによる当社および第三者に及ぼされた損害・利益損失は、加入者が賠償するものとします。 

４．加入者が故意または過失によりＣ－ＣＡＳカードを破損または紛失した場合には、加入者は別表の６に定める料金を当社に

支払うものとします。 

 

第４６条 （提携事業者が提供するサービス）  

 

 ケーブルプラス STB-2の加入者に対しそのサービス区域内で、提携事業者により次のサービスの提供を行ないます。なお、

提携事業者によりサービスの一部又は全部を変更若しくは終了することがあります。当社は、このサービスを利用した場合に生

じた情報等の破損若しくは滅失等による損害または知り得た情報等に起因する損害については、当社の故意または重大な過失

による場合を除き、その責任を負わないものとします。 

 （１）提携事業者によるコンテンツサービス 

（ア）セキュリティソフトウェア 

別記３に規定するコンテンツサービスが提供されるため、本サービスの提携事業者が別に定める規約に同意していただき

ます。なお、ケーブルプラス STB-2を利用いただく場合は、本サービスが自動的に利用開始となることを承諾していただ

きます。 

（イ）その他提携事業者提供のコンテンツ 

提携事業者が定める規約に基づき各提携事業者によって提供されます。本サービスの利用に際しては、本約款の他に各

提携事業者が定める規約・利用条件等を遵守いただきます。 

 

第４７条 （ａｕ ＩＤの提供）  

 

 ケーブルプラス STB-2の利用には、ＫＤＤＩ株式会社が提供する「ａｕ ＩＤ」が必要となります。 

２．加入者はケーブルプラス STB-2を利用する場合は、ＫＤＤＩ株式会社が別に定める「ａｕ ＩＤ利用規約」に同意していただきま

す。また、ケーブルプラス STB-2１台につき１個の「ａｕ ＩＤ」を予め提供しますので、加入申込時に暗証番号を設定していただき

ます。 
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３．加入者はケーブルプラス STB-2上で利用されたコンテンツに対する課金及び問い合わせ等の対応のために、前項で払い出

された「ａｕ ＩＤ」が設定されているケーブルプラス STB-2の機器情報を、当社がＫＤＤＩ株式会社へ提供することについて承諾し

ていただきます。 

４．第２項で提供された「ａｕ ＩＤ」は、加入者が当社のケーブルプラス STB-2 を解除した場合、自動的に解除されます。 

 

第４８条 （本サービスの廃止）  

 

 当社は、業務上の都合により本サービスを廃止することができます。この場合、本サービスを廃止する日をもって加入契約は

終了するものとし、この日を本サービスの利用終了日と定めます。 

２．当社は、前項の場合には、加入者に対し本サービスを廃止する日の３か月前までに書面によりその旨を通知します。 

３．当社は、都合により特定のサービス品目を任意の月の末日付で廃止する場合があります。この場合、加入者は第１３条（加

入申込書記載事項の変更）第１項の規定に基づき別のサービス品目への変更を請求することができます。請求を行わなかった

加入者に関しては、別途当社が定める場合を除き、本サービスを廃止する日をもって当該加入者との加入契約を解除します。 

４．当社は、前項の場合には、当該サービス品目を利用する加入者に対し当該サービス品目を廃止する日の３か月前までに書

面によりその旨を通知します。 

 

第４９条 （国内法への準拠）  

 

 本約款は日本国国内法に準拠するものとし、加入契約により生じる一切の紛争等については佐賀地方裁判所を管轄裁判所と

します。 

 

第５０条 （定めなき事項） 

 

 本約款に定めなき事項が生じた場合は、当社、加入者は契約締結の主旨に従い、誠意をもって協議の上、解決に当たるもの

とします。 

 

付則  

1. 当社は特に必要があるときには、この約款に特約を付することができるものとします。  

2.一括加入、業務用等については別に定めます。 

3.本約款は、令和 7年 4月 1日より施行します。  

 
 

別表（本表に記載する料金には消費税等を含みません）  
 

 

１．初期費用 

    加入金   33,000円 

工事費 

■テレビの場合 

工事費 金額 

標準工事費（引き込み・宅内工事） 

①一戸建て 

②集合住宅 

30,000円 

20,000円 

その他の工事費 

①増幅器設置工事（増幅器代込） 

②BS混合増幅器設置工事（増幅器代込） 

10,000円 

15,000円 

■テレビとインターネットの場合 

工事費 金額 

標準工事費（引き込み・宅内工事） 

①一戸建て 

②集合住宅 

45,000円 

30,000円 

 

２．サービス品目の放送内容（●印のチャンネルがご覧いただけます）（▲印は別途 NHKの契約が必要です） 

 

 サービス品目 
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利 料金 デジタルプ

ラン(*1) 

デジタル 4K

プラン（*2） 

ＢＳプラン BS4Kプラン 地デジプラ

ン 

NHK総合 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ 

NHK Ｅテレ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ 

STSサガテレビ ● ● ● ● ● 

RKB毎日放送 ● ● ● ● ● 

FBS福岡放送 ● ● ● ● ● 

KBC九州朝日放送 ● ● ● ● ● 

TVQテレビＱ ● ● ● ● ● 

TNCテレビ西日本 ● ● ● ● ● 

ぶんぶんテレビ 11チャンネル ● ● ● ● ● 

ぶんぶんテレビ 12チャンネル ● ● ● ● ● 

NHK BSプレミアム 4K － ▲ － ▲ － 

BS日テレ 4K － ● － ● － 

BS朝日 4K － ● － ● － 

BS-TBS 4K － ● － ● － 

BSテレ東 4K － ● － ● － 

BS フジ 4K － ● － ● － 

NHK BS ▲ ▲ ▲ ▲ － 

BS日テレ ● ● ● ● － 

BS朝日 ● ● ● ● － 

BS-TBS ● ● ● ● － 

BSテレ東 ● ● ● ● － 

BS フジ ● ● ● ● － 

BS10 ● ● ● ● － 

BS11 イレブン ● ● ● ● － 

BS12 トゥエルビ ● ● ● ● － 

BS松竹東急 ● ● ● ● － 

BSよしもと ● ● ● ● － 

ザ･シネマ HD ● ● － － － 

スーパー！ドラマ TV HD #海外ドラマ☆エ
ンタメ 

● ● － － － 

Dlife ● ● － － － 

ムービープラス ● ● － － － 

日本映画専門チャンネル HD ● ● － － － 

アクションチャンネル HD ● ● － － － 

映画・チャンネル NECO-HD ● ● － － － 

時代劇専門チャンネル HD ● ● － － － 

東映チャンネル HD ● ● － － － 

スポーツライブ＋ ● ● － － － 

ＧＡＯＲＡ SPORTS HD ● ● － － － 

スカイＡ  ● ● － － － 

日テレジータス HD ● ● － － － 

ゴルフネットワーク ● ● － － － 

テレ朝チャンネル 2 ● ● － － － 

音楽･ライブ！スペースシャワーＴＶ HD ● ● － － － 

歌謡ポップスチャンネル HD ● ● － － － 

ディズニージュニア HD ● ● － － － 

アニマックス HD ● ● － － － 

キッズステーション HD ● ● － － － 

カートゥーン ネットワーク HD 海外アニメ国
内アニメ 

● ● － － － 

女性チャンネル♪LaLa TV ● ● － － － 

チャンネル銀河 歴史ドラマ・サスペンス・日

本のうた 

● ● － － － 

テレ朝チャンネル 1 ● ● － － － 

フジテレビ ONEスポーツ・バラエティ（HD） ● ● － － － 

フジテレビ TWO ドラマ・アニメ（HD） ● ● － － － 

TBSチャンネル 1最新ドラマ・音楽・映画
(HD) 

● ● － － － 

釣りビジョ HD ● ● － － － 

MONDO TV HD ● ● － － － 
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ディズニー・チャンネル HD ● ● － － － 

日テレプラス ドラマ・アニメ・音楽ライブ
（HD） 

● ● － － － 

囲碁・将棋チャンネル HD ● ● － － － 

ディスカバリーチャンネル（HD） ● ● － － － 

ナショナル ジオグラフィック ● ● － － － 

アニマルプラネット ● ● － － － 

県民チャンネル１ ● ● ● ● － 

県民チャンネル２ ● ● ● ● － 

ショップチャンネル ● ● ● ● － 

ＱＶＣ ● ● ● ● － 

※(*１)デジタルプラン・デジ録プラン・ラク録プラン・デジ録 DVD・デジ録ブルーレイの放送内容は同じです。 

※（*2）デジタル 4Kプラン・ラク録 4Kプラン・ケーブルプラス STB-2・デジ録 4Kブルーレイの放送内容は同じです。 

 

３．サービス品目と利用料金(月額） 

利用料金 サービス品目 

デジタルプラン（*3） ＢＳプラン(*3) 地デジプラン 

通常個別契約 1台目 3,260円 1,946円 － 

2台目以降 1台ごと 1,500円/台 286円/台 － 

一契約ごと － － 1,660円 

※上記利用料に NHKの受信料は含まれておりません。 

※(*3)別途 STBの購入又は、レンタルが必要になります。 

 

ＳＴＢ製品名 損害金 月額レンタル料 

パナソニック製 TZ-DCH500/505/820/820B/TZ-LS300P（デジ
タルプラン用ＳＴＢ） 

44,500円 715円/台 

パナソニック製 TZ-LS500B（デジタル 4Kプラン用ＳＴＢ） 
 

44,500円 715円/台 

パナソニック製 TZ-LT1000BW/TZ-LT1500BW（デジタル 4K プ
ラン用 STB） 

42,400円 1,000円/台 

ケーブルプラス STB-2 33,800円 1,500円/台 

パナソニック製 TZ-HDW610P/TZ-HDT620PW（ラク録プラン用
STB） 

67,000円 1,115円/台 

パナソニック製 TZ-HT3000BW/TZ-HT3500BW（ラク録 4K プラ
ン用 STB） 

55,700円 1,500円/台 

パナソニック製 TZ-DCH2000/2800/2800B（デジ録プラン用ＳＴ
Ｂ） 

110,000 円 1,858円/台 

パナソニック製 TZ-DCH9800（デジ録ＤＶＤ用ＳＴＢ） 140,000 円 2,600円/台 

パナソニック製 TZ-BDW900F/910F/ TZ-BDT920PW/ 
TZ-BT9000BW（デジ録ブルーレイ用ＳＴＢ） 

161,000 円 3,000円/台 

 

４．加入者が特定のサービスを合わせて契約している場合の利用料金（月額） 

利用料金 サービス品目 

デジタルプラン ＢＳプラン 地デジプラン 

ケーブルインターネットサービス契約約款 
プレミアムコース、ハイパーコース、ベーシックコースを合わせ

て契約している場合の通常個別契約１台目 

1,760円 - - 

ケーブルインターネットサービス契約約款 
エコノミーコースを合わせて契約している場合の通常個別契約

１台 

2,760円 - - 

ケーブルテレビジョンとケーブルプラス電話を合わせて契約し

ている場合の通常個別契約 1台目（ケーブルインターネットサ
ービスと併用しない場合に限る） 

2,531円（*4） 1,217円 931円 

ケーブルテレビジョンとケーブルプラス電話を合わせて契約し

ている場合の通常個別契約 1台目（ケーブルインターネットサ
ービスと併用しない場合に限る） 

2,626円 1,312円 1,026円 

※（*4）平成 24年 7月 23日で新規受付を終了しました 
※ケーブルプラス STB-2は、ぶんぶん光、プレミアムコース、プラチナコース、100M コースいずれかの契約が必要です。 
 

５．オプションサービス種目と月額利用料、サービス品目による申し込み可否 
（●印のオプションサービスにはお申込みいただけます。） 

オプションサービス種類 月額利用料 サービス品目 

http://panasonic.biz/broad/catv/product/settop/tz-bdt920/index.html
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デジタルプラン BSプラン 

ＷＯＷＯＷ（*5） 2,300円/台 ● ● 

BS10スター･チャンネル 1,800円/台 ● ● 

J SPORTS ４ HD 1,300円/台 ● ● 

Ｖ☆パラダイス HD 700円/台 ● ● 

衛星劇場 HD 1,800円/台 ● ● 

アニメシアターX（AT-X）  1,982円/台 ● ● 

フジテレビ NEXT 1,800円/台 ● ● 

フジテレビ ONE/TWO/NEXT 1,500円/台 - ● 

グリーンチャンネル/２ 1,000円/台 ● ● 

Mnet HD 2,300円/台 ● ● 

※（*5）WOWOWは WOWOW プライム・WOWOW ライブ・WOWOW シネマの 3chセットになります。 

 

６．各種機器類の料金 

機器名 料金 

パナソニック製 TZ-DCH/505 用リモコン 2,800円/台 

パナソニック製 TZ-DCH820/820B /2000/2800/2800B/9800/BDW900F/910F/ 

TZ-BDT920PW/TZ-BT9000BW/ TZ-LS300P /TZ-LS500B /TZ-HDW610P  
/TZ-LT1000BW/TZ-LT1500BW/TZ-HT3000BW/TZ-HT3500BW用リモコン、 
ケーブルプラス STB-2用リモコン 

3,200円/台 

B-CAS カード（再発行手数料） 1,899円 

C-CAS カード（再発行手数料） 2,500円 

 
７. 提携事業者によるコンテンツサービス 
コンテンツサービス 提携事業者 

ウィルスバスター トレンドマイクロ株式会社 

 
８. 初期契約解除を求める書面の宛先及び記載例 

宛先 〒８４０－０８１５ 

佐賀市天神三丁目 2番 24号 佐賀シティビジョン株式会社 

（電話：０１２０－５５－３７３４） 

 

書面による解除

の記載例  

 

 
附則  

(1)ＷＯＷＯＷの視聴料は株式会社ＷＯＷＯＷからのご請求となります。 

(2) 本サービスの加入促進を目的として、別表の１に定める初期費用や、別表の３、別表の４に定める利用料金、別表の５に

定めるオプションサービス料金を減額する場合があります。 

(3) 上記金額はすべて税別表記です。 

 

http://panasonic.biz/broad/catv/product/settop/tz-bdt920/index.html

